
 
 
 
 

「環境問題に関する世論調査」の概要 
 

平 成 2 4 年 ８ 月 

内閣府政府広報室 
 

調 査 対 象 全国20歳以上の者 3,000人 

有効回収数 1,912人（回収率63.7％） 

調査期間 平成24年６月７日～６月17日(調査員による個別面接聴取) 

 

調 査 目 的 環境問題に関する国民の意識を調査し、今後の施策の参考とする。 

 

調 査 項 目 １ 循環型社会に関する意識について 

２ 自然共生社会に関する意識について 

 

調 査 実 績 「環境問題に関する世論調査」 

平成 21 年６月（標本数 全国 20 歳以上 3,000 人 有効回収数 1,919 人） 

平成 17 年９月（標本数 全国 20 歳以上 3,000 人 有効回収数 1,896 人） 

「自然の保護と利用に関する世論調査」 

平成 18 年６月（標本数 全国 20 歳以上 3,000 人 有効回収数 1,834 人） 

平成 13 年５月（標本数 全国 20 歳以上 3,000 人 有効回収数 2,072 人） 

平成８年 11 月（標本数 全国 20 歳以上 5,000 人 有効回収数 3,493 人） 

平成３年６月 （標本数 全国 20 歳以上 3,000 人 有効回収数 2,253 人） 

「循環型社会の形成に関する世論調査」 

平成 13 年７月（標本数 全国 20 歳以上 5,000 人 有効回収数 3,476 人） 

  

そ の 他 本調査の概要は，内閣府ホームページに８月６日（月）より掲載する予定です。 

http://www8.cao.go.jp/survey/h24/h24-kankyou/index.html 
 

（本件の連絡先） 

内閣府 大臣官房政府広報室 連絡担当者：渡 部 

03-5253-2111（代表）（内線 82780） 

03-3581-0070（直通） 

【循環型社会関連】環境省 大臣官房廃棄物・リサイクル対策部企画課循環型社会推進室 

連絡担当者：皆 川 

03-3581-3351（代表）（内線 6818） 

03-5521-8336（直通） 

【自然共生社会関連】環境省 自然環境局自然環境計画課生物多様性施策推進室 

連絡担当者：山 下 

03-3581-3351（代表）（内線 6977） 

03-5521-8150（直通） 
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１ 循環型社会に関する意識について 

 

（１）３Ｒの言葉の認知度 

平成 21 年 6 月 平成 24 年 6 月 

・言葉の意味を知っている 29.7％  →  33.3％（増） 

・意味は知らないが，言葉は聞いたことがある 23.6％  →  24.8％ 

・聞いたこともない 45.0％  →  40.5％（減） 

 

　 言葉の意味を
　 知っている

意味は知らないが，
言葉は聞いたことがある

聞いたこともない わから
ない

(該当者数)

今 回 調 査 (1,912人)

（平成21年６月調査） (1,919人)

〔 性 〕

男 性 (  914人)

女 性 (  998人)

〔 年 齢 〕

20 ～ 29 歳 (  133人)

30 ～ 39 歳 (  282人)

40 ～ 49 歳 (  315人)

50 ～ 59 歳 (  323人)

60 ～ 69 歳 (  490人)

70 歳 以 上 (  369人)

33.3 

29.7 

24.8 

23.6 

40.5 

45.0 

1.4 

1.7 

38.2 

28.9 

21.8 

27.6 

38.7 

42.2 

1.3 

1.4 

45.9 

38.3 

47.6 

36.5 

25.1 

20.9 

28.6 

27.3 

30.2 

24.1 

24.3 

18.2 

25.6 

33.7 

21.9 

38.1 

49.6 

57.2 

-

0.7 

0.3 

1.2 

1.0 

3.8 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 (%)
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（２）ごみの問題に対する重要度 

 平成 24 年 6 月 

・重要だと思う（小計）   98.4％ 

・重要だと思う   81.6％ 

・どちらかといえば重要だと思う   16.7％ 

・重要だと思わない（小計）   1.2％ 

・どちらかといえば重要だと思わない   0.8％ 

・重要だと思わない   0.4％ 

 

重要だと思う        どちらかといえば
       重要だと思う

わから
ない

どちらか
といえば
重要だと
思わない

重要だと
思わない

(該当者数)

総 数 (1,912人)

〔 性 〕

男 性 (  914人)

女 性 (  998人)

〔 年 齢 〕

20 ～ 29 歳 (  133人)

30 ～ 39 歳 (  282人)

40 ～ 49 歳 (  315人)

50 ～ 59 歳 (  323人)

60 ～ 69 歳 (  490人)

70 歳 以 上 (  369人)

81.6 16.7 

0.4 

0.8 

0.4 

79.1 

84.0 

18.5 

15.1 

0.5 

0.3 

1.3 

0.4 

0.5 

0.2 

61.7 

73.4 

79.7 

84.5 

87.6 

86.4 

36.1 

24.8 

19.4 

14.2 

11.4 

10.6 

-

-

-

0.3 

0.2 

1.6 

1.5 

1.4 

0.3 

0.6 

0.4 

1.4 

0.8 

0.4 

0.6 

0.3 

0.4 

-

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 (%)

重要だと思う

（小計）98.4
重要だと思わない

（小計）1.2
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（３）ごみを少なくする配慮やリサイクルの実施 

 平成 24 年 6 月 

・実施している（小計）   86.8％ 

・いつも実施している   34.9％ 

・ある程度実施している   51.9％ 

・実施していない（小計）   13.0％ 

・あまり実施していない   11.9％ 

・ほとんど（全く）実施していない   1.1％ 

 
 

いつも実施している ある程度実施している わから
ない

あまり実施
していない

ほとんど
（全く）
実施して
いない

(該当者数)

総 数 (1,912人)

〔 性 〕

男 性 (  914人)

女 性 (  998人)

〔 年 齢 〕

20 ～ 29 歳 (  133人)

30 ～ 39 歳 (  282人)

40 ～ 49 歳 (  315人)

50 ～ 59 歳 (  323人)

60 ～ 69 歳 (  490人)

70 歳 以 上 (  369人)

34.9 51.9 

0.2 

11.9 1.1 

31.0 

38.6 

51.1 

52.6 

0.2 

0.2 

16.3 

7.8 

1.4 

0.8 

4.5 

17.0 

19.7 

36.2 

46.9 

55.6 

60.2 

66.0 

64.4 

53.6 

44.5 

35.8 

-

-

0.3 

0.3 

-

0.5 

31.6 

16.0 

14.9 

9.9 

7.3 

6.8 

3.8 

1.1 

0.6 

-

1.2 

1.4 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 (%)

実施している

（小計）86.8

実施していない

（小計）13.0
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（４）ごみを少なくするための心がけ （複数回答，上位５項目） 

 平成 24 年 6 月 

・食べ残しをしない，買いすぎや作りすぎをしないなど， 

食品を捨てないようにする。   69.0％ 

・詰め替え製品を使う   66.2％ 

・レジ袋をもらわない（買い物袋を持参する），簡易包装 

を店に求める   66.0％ 

・壊れたものは修理して長く使う   48.4％ 

・壊れにくく，長持ちする製品を選ぶ   47.1％ 

 
（複数回答）

食べ残しをしない，買いすぎや作りすぎをし
ないなど，食品を捨てないようにする

詰 め 替 え 製 品 を 使 う

レジ袋をもらわな い（ 買い 物袋 を持 参す
る），簡易包装を店に求める

壊 れ た も の は 修 理 し て 長 く 使 う

壊 れ に く く ， 長 持 ち す る 製 品 を 選 ぶ

すぐに流行遅れになったり飽きたりしそうな
ものは買わない

一度きりで使い捨てる食器類や飲料容器を使
わない

使 い 捨 て 製 品 を 買 わ な い

生 ご み を た い 肥 に す る

無駄な製品をできるだけ買わないよう，レン
タル・リースの製品を使う

簡易包装に取り組む，あるいは，使い捨て食
器類（割り箸等）を使用していない店を選ぶ

友人や知人などと ，不 用品 を融 通し 合う

マ イ 箸 を 携 帯 す る

そ の 他

特 に な い

わ か ら な い

69.0 

66.2 

66.0 

48.4 

47.1 

41.3 

36.6 

33.6 

30.7 

29.4 

27.0 

21.2 

19.9 

0.1 

1.6 

0.2 

0 10 20 30 40 50 60 70 (%)

総 数 （Ｎ=1,912人，Ｍ．Ｔ．=538.3％)
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（５）ごみを少なくするために行っていること （複数回答，上位６項目） 

 平成 24 年 6 月 

・詰め替え製品を使う   59.2％ 

・レジ袋をもらわない（買い物袋を持参する），簡易包装 

を店に求める   59.1％ 

・食べ残しをしない，買いすぎや作りすぎをしないなど 

食品を捨てないようにする   55.8％ 

・壊れにくく，長持ちする製品を選ぶ   37.1％ 

・壊れたものは修理して長く使う   36.2％ 

・すぐに流行遅れになったり飽きたりしそうなものは 

買わない   34.0％ 

 

（複数回答）

詰 め 替 え 製 品 を 使 う

レジ袋をもらわな い（買い物袋 を持 参す
る），簡易包装を店に求める

食べ残しをしない，買いすぎや作りすぎをし
ないなど，食品を捨てないようにする

壊 れ に く く ， 長 持 ち す る 製 品 を 選 ぶ

壊 れ た も の は 修 理 し て 長 く 使 う

すぐに流行遅れになったり飽きたりしそうな
ものは買わない

使 い 捨 て 製 品 を 買 わ な い

一度きりで使い捨てる食器類や飲料容器を使
わない

無駄な製品をできるだけ買わないよう，レン
タル・リースの製品を使う

生 ご み を た い 肥 に す る

友人や知人などと ，不用品を融 通し 合う

簡易包装に取り組む，あるいは，使い捨て食
器類（割り箸等）を使用していない店を選ぶ

マ イ 箸 を 携 帯 す る

そ の 他

特 に な い

わ か ら な い

59.2 

59.1 

55.8 

37.1 

36.2 

34.0 

28.1 

25.2 

20.1 

18.9 

17.6 

16.2 

12.7 

0.2 

3.0 

0.2 

0 10 20 30 40 50 60 70 (%)

総 数 （Ｎ=1,912人，Ｍ．Ｔ．=423.5％)
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（６）再使用や再生利用のための心がけ （複数回答，上位４項目） 

 平成 24 年 6 月 

・家庭で出たごみは種類ごとに分別して，定められた場所 

に出す   85.8％ 

・リサイクルしやすいように，資源として回収されるびん 

などは洗う   71.7％ 

・トレイや牛乳パックなどの店頭回収に協力する   58.8％ 

・古着を雑巾とするなど，不要になったものを他の目的で 

使用する   53.6％ 

 

 

 

（複数回答）

家庭で出たごみは種類ごとに分別して，定められ

た場所に出す

リサイクルしやすいように，資源として回収され
るびんなどは洗う

トレイや牛乳パックなどの店頭回収に協力する

古着を雑巾とするなど，不要になったものを他の
目的で使用する

ビールや牛乳のびんなど再使用可能な容器を使っ
た製品を買う

携帯電話など小型電子機器の店頭回収に協力する

中古品をリサイクルショップ，バザーやフリー
マーケット，インターネットオークションなどを
利用して活用する

再生原料で作られたリサイクル製品を購入する

そ の 他

特 に な い

わ か ら な い

85.8 

71.7 

58.8 

53.6 

35.6 

35.2 

32.9 

31.2 

0.2 

1.6 

0.4 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 (%)

総 数 （Ｎ=1,912人，Ｍ．Ｔ．=407.0％)
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（７）再使用や再生利用のために行っていること （複数回答，上位４項目） 

 平成 24 年 6 月 

・家庭で出たごみは種類ごとに分別して，定められた場所 

に出す   83.3％ 

・リサイクルしやすいように，資源として回収されるびん 

などは洗う   62.7％ 

・トレイや牛乳パックなどの店頭回収に協力する   48.7％ 

・古着を雑巾とするなど，不要になったものを他の目的で 

使用する   44.1％ 

 

 

 

（複数回答）

家庭で出たごみは種類ごとに分別して，定められ
た場所に出す

リサイクルしやすいように，資源として回収され
るびんなどは洗う

トレイや牛乳パックなどの店頭回収に協力する

古着を雑巾とするなど，不要になったものを他の
目的で使用する

携帯電話など小型電子機器の店頭回収に協力する

ビールや牛乳のびんなど再使用可能な容器を使っ
た製品を買う

中古品をリサイクルショップ，バザーやフリー
マーケット，インターネットオークションなどを
利用して活用する

再生原料で作られたリサイクル製品を購入する

そ の 他

特 に な い

わ か ら な い

83.3 

62.7 

48.7 

44.1 

26.2 

23.4 

22.6 

20.7 

0.3 

3.6 

0.5 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 (%)

総 数 （Ｎ=1,912人，Ｍ．Ｔ．=336.1％)
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（８）循環型社会の形成についての意識 

 平成 24 年 6 月 

・現在の生活水準（物質的な豊かさや便利さ）を落とすこと 

であり，循環型社会への移行は受け入れられない   3.1％ 

・現在の生活水準（物質的な豊かさや便利さ）を落とさず， 

大量生産，大量消費は維持しながら，廃棄物の再使用（リ 

ユース）や再生利用（リサイクル）を積極的に進めるなど， 

できる部分から循環型社会に移行するべきである   49.5％ 

・現在の生活水準（物質的な豊かさや便利さ）が多少落ちる 

ことになっても，循環型社会への移行はやむを得ない   31.2％ 

・現在の生活水準（物質的な豊かさや便利さ）が落ちること 

になっても，循環型社会に移行するべきである   9.8％ 

 

 

現在の生活水準（物質的
な豊かさや便利さ）を落
とさず，大量生産，大量
消費は維持しながら，廃
棄物の再使用（リユース）
や再生利用（リサイクル）
を積極的に進めるなど，
できる部分から循環型社
会に移行するべきである

現在の生活水準（物質
的な豊かさや便利さ）
が多少落ちることにな
っても，循環型社会へ
の移行はやむを得ない

現在の生活水準
（物質的な豊か
さや便利さ）が
落ちることにな
っても，循環型
社会に移行する
べきである

わからない

　　その他

(該当者数)

総 数 (1,912人)

〔 性 〕

男 性 (  914人)

女 性 (  998人)

〔 年 齢 〕

20 ～ 29 歳 (  133人)

30 ～ 39 歳 (  282人)

40 ～ 49 歳 (  315人)

50 ～ 59 歳 (  323人)

60 ～ 69 歳 (  490人)

70 歳 以 上 (  369人)

現在の生活水準
（物質的な豊か
さや便利さ）を
落とすことであ
り，循環型社会
への移行は受け
入れられない

3.1 

49.5 31.2 9.8 

-

6.4 

3.2 

3.0 

48.7 

50.3 

32.5 

30.1 

10.9 

8.7 

-

-

4.7 

7.9 

3.0 

2.8 

1.9 

2.8 

3.7 

3.8 

65.4 

57.8 

59.0 

53.9 

41.4 

36.3 

23.3 

28.0 

25.7 

32.8 

37.8 

31.2 

4.5 

9.6 

11.1 

7.1 

12.0 

10.0 

-

-

-

-

-

-

3.8 

1.8 

2.2 

3.4 

5.1 

18.7 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 (%)
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（９）３Ｒの推進に対する必要性 （複数回答，上位３項目） 

 平成 24 年 6 月 

・レジ袋をもらわないことや簡易包装にしたことに対する 

値引きやポイントの付与   60.0％ 

・リサイクルなどのための技術開発   56.0％ 

・学校などにおける３Ｒ教育の推進   43.9％ 

 

 

 
（複数回答）

レジ袋をもらわないことや簡易包装にし
たことに対する値引きやポイントの付与

リ サ イ ク ル な ど の た め の 技 術 開 発

学 校 な ど に お け る ３ Ｒ 教 育 の 推 進

分別された廃棄物がどのようにリサイク
ルされるかなどの情報の提供

企業がリサイクル施設などを導入するた
めの国や地方公共団体の補助

容器等を返却した際に預託金が返還され
るデポジット制度の導入

リユースやリサイクルが義務付けられる
製品の範囲の拡大

ご み の 有 料 化

そ の 他

わ か ら な い

60.0 

56.0 

43.9 

39.6 

37.3 

34.6 

33.9 

31.2 

0.5 

3.0 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 (%)

総 数 （Ｎ=1,912人，Ｍ．Ｔ．=340.1％)
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（１０）ごみの問題の具体的な認知度 （複数回答，上位４項目） 

 平成 24 年 6 月 

・野山や河原等への不法投棄が大きな社会問題となっている  87.9％ 

・海岸に漂着したごみなどにより，海岸の景観が損なわれたり， 

生態系などに影響を及ぼしている   79.3％ 

・携帯電話などの小型電子機器の中には，金やレアメタルなど 

の有用金属が含まれている   70.0％ 

・使用済みのペットボトルを原料として再びペットボトルを製造 

した商品や，使用済みプラスチックを再生して外装材に使った 

家電製品が流通し始めている   69.2％ 

 

（複数回答）

野山や河原等への不法投棄が大きな社会問題となっ
ている

海岸に漂着したごみなどにより，海岸の景観が損な
われたり，生態系などに影響を及ぼしている

携帯電話など小型電子機器の中には，金やレアメタ
ルなどの有用金属が含まれている

使用済みのペットボトルを原料として再びペットボ
トルを製造した商品や，使用済みプラスチックを再
生して外装材に使った家電製品が流通し始めている

町内を回る無料回収車にテレビやパソコンなどを出
すと，不法投棄されたり，海外へ輸出されその一部
が不適正に処理され，環境汚染につながっている

廃棄物のリサイクル量などが増え，廃棄物が最終的
に埋立処分される量が減ってきている

そ の 他

特 に 知 っ て い る も の は な い

わ か ら な い

87.9 

79.3 

70.0 

69.2 

50.6 

32.3 

0.3 

1.4 

0.4 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 (%)

総 数 （Ｎ=1,912人，Ｍ．Ｔ．=391.5％)
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（１１）災害廃棄物の広域処理に対しての意識  

 平成 24 年 6 月 

・進めるべきだと思う（小計）   88.3％ 

・進めるべきだと思う   63.5％ 

・どちらかといえば進めるべきだと思う   24.8％ 

・進めるべきだと思わない（小計）   8.8％ 

・どちらかといえば進めるべきだと思わない   5.0％ 

・進めるべきだと思わない   3.9％ 

 

進めるべきだと思う   どちらかといえ
  ば進めるべきだ
  と思う

わから
ない

どちらかと
いえば進め
るべきだと
思わない

進めるべきだ
と思わない

(該当者数)

総 数 (1,912人)

〔 性 〕

男 性 (  914人)

女 性 (  998人)

〔 年 齢 〕

20 ～ 29 歳 (  133人)

30 ～ 39 歳 (  282人)

40 ～ 49 歳 (  315人)

50 ～ 59 歳 (  323人)

60 ～ 69 歳 (  490人)

70 歳 以 上 (  369人)

63.5 24.8 

2.9 5.0 

3.9 

69.8 

57.7 

18.9 

30.2 

1.5 

4.1 

4.7 

5.2 

5.0 

2.8 

60.9 

57.4 

61.9 

66.9 

64.5 

66.1 

30.1 

29.8 

27.6 

23.8 

22.9 

20.1 

-

-

1.9 

2.5 

2.7 

7.6 

6.8 

7.1 

4.1 

4.0 

5.7 

3.3 

2.3 

5.7 

4.4 

2.8 

4.3 

3.0 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 (%)

進めるべきだと思う
（小計）88.3

進めるべきだと思わない
（小計）8.8
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２ 自然共生社会に関する意識について 

 

（１）自然に対する関心 

平成 21 年 6 月 平成 24 年 6 月 

・関心がある（小計） 91.7％ → 90.4％ 

・非常に関心がある 35.2％ → 29.5％（減） 

・ある程度関心がある 56.5％ → 60.9％（増） 

・関心がない（小計） 8.0％ → 8.8％ 

・あまり関心がない 7.2％ → 8.0％ 

・まったく関心がない 0.8％ → 0.8％ 

 

　　 非常に
　　 関心がある

　ある程度
　関心がある
　（注１）

 わから
 ない

あまり
関心がない
（注２）

まったく
関心がない
（注３）

(該当者数)

今 回 調 査 (1,912人)

（平成21年６月調査） (1,919人)

（平成18年６月調査） (1,834人)

（平成13年５月調査） (2,072人)

（平成８年11月調査） (3,493人)

（平成３年６月調査） (2,253人)

〔 性 〕

男 性 (  914人)

女 性 (  998人)

〔 年 齢 〕

20 ～ 29 歳 (  133人)

30 ～ 39 歳 (  282人)

40 ～ 49 歳 (  315人)

50 ～ 59 歳 (  323人)

60 ～ 69 歳 (  490人)

70 歳 以 上 (  369人)

（注１）平成18年６月調査までは，｢どちらかといえば関心がある｣となっている。

（注２）平成８年11月調査までは，｢どちらかといえば関心がない｣となっている。

（注３）平成18年６月調査までは，｢全然（全く）関心がない｣となっている。

29.5 

35.2 

26.7 

27.6 

27.9 

28.2 

60.9 

56.5 

58.9 

54.3 

55.5 

56.2 

0.8 

0.3 

0.4 

0.5 

1.1 

1.2 

8.0 

7.2 

12.8 

15.7 

13.0 

12.6 

0.8 

0.8 

1.2 

1.8 

2.6 

1.7 

34.4 

25.1 

57.2 

64.2 

0.3 

1.2 

7.1 

8.8 

1.0 

0.7 

12.0 

18.1 

21.0 

29.4 

40.2 

37.7 

72.9 

70.2 

70.2 

61.9 

52.7 

51.5 

1.5 

-

1.0 

0.3 

0.6 

1.6 

12.0 

11.7 

7.6 

7.7 

5.5 

7.6 

1.5 

-

0.3 

0.6 

1.0 

1.6 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 (%)

関心がある

（小計）90.4

関心がない

（小計）8.8
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（２）生物多様性の言葉の認知度 

平成 21 年 6 月 平成 24 年 6 月 

・言葉の意味を知っている 12.8％ → 19.4％（増） 

・意味は知らないが，言葉は聞いたことがある 23.6％ →  36.3％（増） 

・聞いたこともない 61.5％ →  41.4％（減） 

 

 

 

言葉の意味を
知っている

意味は知らないが，
言葉は聞いたことがある

聞いたこともない わからない

(該当者数)

今 回 調 査 (1,912人)

（平成21年６月調査） (1,919人)

〔 性 〕

男 性 (  914人)

女 性 (  998人)

〔 年 齢 〕

20 ～ 29 歳 (  133人)

30 ～ 39 歳 (  282人)

40 ～ 49 歳 (  315人)

50 ～ 59 歳 (  323人)

60 ～ 69 歳 (  490人)

70 歳 以 上 (  369人)

19.4 

12.8 

36.3 

23.6 

41.4 

61.5 

2.9 

2.1 

25.8 

13.4 

36.2 

36.5 

36.1 

46.2 

1.9 

3.9 

21.1 

14.9 

16.8 

22.3 

22.0 

18.2 

38.3 

43.3 

40.0 

34.7 

34.3 

31.4 

39.8 

40.4 

41.3 

41.2 

40.0 

44.7 

0.8 

1.4 

1.9 

1.9 

3.7 

5.7 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 (%)
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（３）生物多様性国家戦略の認知度 

平成 21 年 6 月 平成 24 年 6 月 

・内容を知っている 3.6％ → 6.1％（増） 

・内容は知らないが，聞いたことがある 16.2％ → 28.3％（増） 

・聞いたこともない 77.8％ → 62.2％（減） 

 

 

 

内容を
知っている

内容は知らないが，
聞いたことがある

聞いたこともない

(該当者数)

今 回 調 査 (1,912人)

（平成21年６月調査） (1,919人)

〔 性 〕

男 性 (  914人)

女 性 (  998人)

〔 年 齢 〕

20 ～ 29 歳 (  133人)

30 ～ 39 歳 (  282人)

40 ～ 49 歳 (  315人)

50 ～ 59 歳 (  323人)

60 ～ 69 歳 (  490人)

70 歳 以 上 (  369人)

 わからない

6.1 

3.6 

28.3 

16.2 

62.2 

77.8 

3.3 

2.3 

8.0 

4.4 

30.0 

26.8 

59.7 

64.5 

2.3 

4.3 

4.5 

3.2 

3.8 

8.4 

6.7 

8.1 

24.8 

24.1 

31.1 

31.0 

30.6 

24.9 

68.4 

72.3 

62.5 

57.6 

59.8 

59.3 

2.3 

0.4 

2.5 

3.1 

2.9 

7.6 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 (%)
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（４）愛知目標の認知度 

 平成 24 年 6 月 

・内容を知っている   3.9％ 

・内容は知らないが，聞いたことがある   14.4％ 

・聞いたこともない   77.7％ 

 

 

 

内容を
知っている

内容は知らないが，
聞いたことがある

聞いたこともない わからない

(該当者数)

総 数 (1,912人)

〔 性 〕

男 性 (  914人)

女 性 (  998人)

〔 年 齢 〕

20 ～ 29 歳 (  133人)

30 ～ 39 歳 (  282人)

40 ～ 49 歳 (  315人)

50 ～ 59 歳 (  323人)

60 ～ 69 歳 (  490人)

70 歳 以 上 (  369人)

3.9 

14.4 77.7 4.0 

5.3 

2.7 

16.5 

12.4 

75.2 

80.0 

3.1 

4.9 

4.5 

2.8 

2.9 

6.2 

3.5 

4.1 

12.8 

12.1 

15.9 

13.0 

15.9 

14.6 

79.7 

83.7 

78.4 

77.4 

77.3 

72.4 

3.0 

1.4 

2.9 

3.4 

3.3 

8.9 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 (%)
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（５）生物多様性の保全のための取組に対する意識 

平成 21 年 6 月 平成 24 年 6 月 

・人間の生活がある程度制約されても，多種多様な生物 

が生息できる環境の保全を優先する 41.1％ → 38.7％ 

・人間の生活が制約されない程度に，多種多様な生物が 

生息できる環境の保全を進める 50.4％ → 52.8％ 

・人間の生活の豊かさや便利さを確保するためには，多 

種多様な生物が生息できる環境が失われてもやむを得 

ない 2.7％ → 2.1％ 

 
人間の生活がある
程度制約されても，
多種多様な生物が
生息できる環境の
保全を優先する

（注１）

人間の生活が制約
されない程度に，
多種多様な生物が
生息できる環境の
保全を進める

（注２）

人間の生活の豊かさ
や便利さを確保する
ためには，多種多様
な生物が生息できる
環境が失われてもや

むを得ない（注３）
わから
ない

その他

(該当者数)

今 回 調 査 (1,912人)

（平成21年６月調査） (1,919人)

（平成18年６月調査） (1,834人)

（平成13年５月調査） (2,072人)

（平成８年11月調査） (3,493人)

〔 性 〕

男 性 (  914人)

女 性 (  998人)

〔 年 齢 〕

20 ～ 29 歳 (  133人)

30 ～ 39 歳 (  282人)

40 ～ 49 歳 (  315人)

50 ～ 59 歳 (  323人)

60 ～ 69 歳 (  490人)

70 歳 以 上 (  369人)

（注１）平成８年11月調査では，｢人間の生活がある程度制約されても，多種多様な生物が生息できる環境の保全を
　　　　優先すべきである｣となっている。

（注２）平成８年11月調査では，｢人間の生活が制約されない程度に，多種多様な生物が生息できる環境の保全を
　　　　進めるべきである｣となっている。

（注３）平成13年５月調査までは，｢生活の豊かさや便利さを確保するためには，多種多様な生物が生息できる環境

　　　　が失われてもやむを得ない｣となっている。

38.7 

41.1 

37.0 

35.0 

33.0 

52.8 

50.4 

55.8 

57.2 

56.4 

2.1 

2.7 

3.3 

2.2 

3.2 

0.1 

0.1 

0.2 

0.1 

0.3 

6.3 

5.8 

3.7 

5.5 

7.2 

40.2 

37.4 

52.2 

53.3 

2.5 

1.8 

0.1 

-

5.0 

7.5 

43.6 

48.6 

42.9 

40.2 

36.1 

27.9 

50.4 

49.3 

50.8 

55.4 

56.5 

50.7 

1.5 

1.4 

1.3 

1.5 

2.9 

3.3 

-

-

-

-

0.2 

-

4.5 

0.7 

5.1 

2.8 

4.3 

18.2 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 (%)
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（６）生態系サービスの価値に対する意識 （複数回答，上位４項目） 

 平成 24 年 6 月 

・水資源の供給・水質の浄化などの働き   76.9％ 

・CO2 や大気汚染物質の吸収などの大気や気候を調整する働き  72.9％ 

・動物・植物など生き物の生息・生育地としての働き   65.0％ 

・紙，木材，肥料などの原材料を供給する働き   57.3％ 

 

 

（複数回答）

水 資 源 の 供 給 ・ 水 質 浄 化 な ど の 働 き

CO2や大気汚染物質の吸収などの大気や気候を
調整する働き

動物・植物など生き物の生息・生育地としての
働き

紙，木材，肥料などの原材料を供給する働き

魚 や キ ノ コ な ど の 食 料 を 供 給 す る 働 き

肥 沃 な 土 壌 を 形 成 し ， 維 持 す る 働 き

薬の開発や品種改良の基となる遺伝子資源を供
給する働き

レクリエーション・観光の場を提供する働き

芸術の題材や山岳信仰の拠りどころとなるなど
の，文化的，精神的な働き

そ の 他

特 に な い

わ か ら な い

76.9 

72.9 

65.0 

57.3 

48.1 

48.1 

37.4 

23.5 

23.0 

0.1 

1.0 

3.2 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 (%)

総 数 （Ｎ=1,912人，Ｍ．Ｔ．=456.5％)
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（７）生物多様性の保全と多様なセクターの取組との関わり （複数回答，上位３項目） 

 平成 24 年 6 月 

・国による自然保護地域の拡大や自然の再生   70.8％ 

・国による野生生物の保護対策の実施   56.5％ 

・メディアによる生物多様性に関する記事の掲載や，生きもの 

の生態に関する番組の放送など，様々な情報発信   49.3％ 

 

 
（複数回答）

国による自然保護地域の拡大や自然の再生

国 に よ る 野 生 生 物 の 保 護 対 策 の 実 施

メディアによる生物多様性に関する記事の掲載
や，生きものの生態に関する番組の放送など，
様々な情報発信

地方公共団体による生物多様性保全に関する取
組の推進

専門家や研究者による生物多様性に関する調査
研究

事業者による生物多様性に配慮した事業活動や
社会貢献活動

国民による生物多様性に配慮した商品の購入な
どの消費行動

ＮＰＯやＮＧＯによる生物多様性の保全に関す
る活動

国による生物多様性に関する科学的なデータの
充実

そ の 他

特 に な い

わ か ら な い

70.8 

56.5 

49.3 

44.1 

41.0 

38.5 

37.7 

37.2 

35.7 

0.3 

1.9 

6.1 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 (%)

総 数 （Ｎ=1,912人，Ｍ．Ｔ．=419.1％)
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（８）生物多様性の保全と事業活動との関わり （複数回答，上位２項目） 

 平成 24 年 6 月 

・省資源，省エネルギーや３Ｒ（リデュース(Reduce:廃棄物の発生 

抑制)，リユース（Reuse:再使用），リサイクル（Recycle:再資源 

化）の取組を促進すること   57.3％ 

・生物多様性への取組の方針と実績をわかりやすく公表すること  54.6％ 

 

 

（複数回答）

省資源，省エネルギーや３Ｒ（リデュース
（ Reduce： 廃棄物の 発生 抑制)， リユ ース
（Reuse：再使用)，リサイクル（Recycle：再
資源化)）の取組を促進すること

生物多様性への取組の方針と実績をわかりやす
く公表すること

生物多様性の保全に役立つ技術を開発・普及す
ること

事業活動による生物多様性への影響を把握・分
析すること

社会貢献活動として，生物多様性の保全の取組
を実施することや支援すること

生産段階で調達する原材料を生物多様性に配慮
されたものにすること

所有地において，多様な生きものが生息しやす
い環境を整備することや，地域の生物多様性の
保全に貢献する土地管理を行うこと

生物多様性への配慮を第三者が認証した商品や
サービスを，消費者に積極的に提供すること

従業員に対して，生物多様性の保全や持続可能
な利用に関する教育を行うこと

そ の 他

特 に な い

わ か ら な い

57.3 

54.6 

44.4 

42.9 

41.4 

41.2 

39.3 

35.5 

34.0 

0.3 

1.9 

8.5 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 (%)

総 数 （Ｎ=1,912人，Ｍ．Ｔ．=401.3％)
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（９）生物多様性に配慮した生活のための今後の取組 （複数回答，上位４項目） 

平成 21 年 6 月 平成 24 年 6 月 

・節電や適切な冷暖房温度の設定など地球温暖化 

対策に取り組む 63.2％ → 71.9％（増） 

・旬のもの，地のものを選んで購入する 49.7％ → 57.7％（増） 

・生きものを最後まで責任を持って育てる 37.8％ → 54.3％（増） 

・環境に配慮した商品を優先的に購入する 43.1％ → 47.4％（増） 

 

 

 

（複数回答）

節電や適切な冷暖房温度の設定など地球温暖化対策
に取り組む

旬 の も の ， 地 の も の を 選 ん で 購 入 す る

生 き も の を 最 後 ま で 責 任 を 持 っ て 育 て る

環 境 に 配 慮 し た 商 品 を 優 先 的 に 購 入 す る

身近な生きものを観察したり，外に出て自然と積極
的にふれあう

自 然 保 護 活 動 や 美 化 活 動 に 参 加 す る

自然や生きものについて，家族や友人と話し合う

エコツアー（ガイドによる自然体験）に参加する

そ の 他

特 に 行 う 予 定 は な い

71.9 

57.7 

54.3 

47.4 

37.4 

32.7 

23.7 

13.5 

0.1 

5.5 

63.2 

49.7 

37.8 

43.1 

31.4 

26.4 

24.6 

10.4 

0.6 

6.6 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 (%)

今 回 調 査 （Ｎ=1,912人，Ｍ．Ｔ．=344.2％)

平成21年６月調査（Ｎ=1,919人，Ｍ．Ｔ．=293.9％)

 
 

 


